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③【既存鉄骨への無溶接接合技術の開発】 

(実施者:：佐伯綜合建設株式会社、学校法人名古屋電気学園愛知工業大学） 

商品の付加価値を高めるため、民間鉄骨造建物の耐震化を妨げている理由のひとつである、“既存建物と耐震補強部

材を無溶接接合で取り付ける方法“を開発する必要があり、高強度を有するアラミド繊維による補強部材（アラミド繊維と金

属端子）を溶接しないで鉄骨に接合する技術を開発する。 

（Ｈ26 年度実績） 

①既存鉄骨とアラミド繊維を使用した耐震補強部材によるボルト接合による設計を実施し、愛知工業大学山田先生に助言

を頂き、施工性を検証した。②また、新たにダイレクトボルト接合（仮称：事前に削孔せず、削孔しながらボルトを打ち込む）

技術を応用し、ボルトメーカーと協議の上、試作品を製作した。 

（Ｈ２７年度実績） 

①Ｈ26 年度に試作したダイレクトボルト（仮称）の強度確認試験を実施したが、佐伯綜合建設が要求する強度を確保する 

ことは出来なかった。開発課題が多く愛知工業大山田先生の助言を受け、本研究期間で課題解決は不合理と判断し、ダ

イレクトボルトの開発は一時見送ることとした。 

②佐伯綜合建設がボルト接合による強度確認構造計算を実施し、計算結果を愛知工業大学山田先生に評価して頂いた。

ボルト接合による強度が、耐震補強部材の保証耐力より大きいことが判断出来た。 

③ボルト接合による施工性を検証した場合、高力ボルト（ＨＴボルト）のように、ボルト+ナットによる組み合わせは施工条件が

限定されるため、片側施工高力ボルト（ＮＥＴＩＳ登録）による施工性、強度をメーカーとのヒアリングで確認した。 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 構造強度検証 片側施工用高力ボルト 
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【ＳＴＥＰ１（サブテーマ 1・2・4）複合検証】 

（Ｈ27 年度実績） 

サブテーマＮＯ 技術目用地 Ｈ27 年度達成状況 Ｈ28 年度達成状況 

サブテーマ１ ・アラミド繊維材の伸縮率を目

標値 0.9％とする。（締結金物

内のすべり量≦5.0ｍｍ） 

締結端子内すべり 

7.04ｍｍ≧5.0ｍｍ 

締結端子内すべり 

4.99ｍｍ＜5.0ｍｍＯＫ. 

サブテーマ２ ・アラミド繊維補強部材内の

圧縮力負担ゼロ 

・20 サイクル正負繰返試験後

の引っ張り保証耐力減０％ 

アラミド繊維補強部材内の圧縮

力負担ゼロ→達成 

・１２サイクル正負繰返試験後の

引っ張り保証耐力減０％→達成 

アラミド繊維補強部材内の圧縮

力負担ゼロ→達成 

・20 サイクル正負繰返試験後の

引っ張り保証耐力減０％→達成 

サブテーマ 4  ・多点接合端子を 6 ヶ所有す

る接合端子≧アラミド繊維保

証耐力（100ＫＮ） 

・多点接合端子を 3 ヶ所有する接

合端子≧アラミド繊維（9φ）保証

耐力（100ＫＮ） 

・多点接合端子を 3 ヶ所有する接

合端子≧アラミド繊維（13φ）保証

耐力 

 

Ｈ27 年度は上記表の達成状況となり、これらの 

技術を複合させたフレーム装置実験（Ｈ27 年度購入） 

を愛知工業大学耐震施設を利用して、山田先生より、 

実験方法、データ取得要因等の助言を受け実施した。 

Ｈ28 年度は上記表の達成状況となり、これらの 

秘術と複合させたフレーム装置実験（Ｈ28 年度改造） 

を愛知工業大学耐震施設を利用して、山田先生より、 

実験方法、データ取得要因等の助言を受け実施した。 

 

 

⑤【高耐食性を有する接合端子の開発】 

                  (実施者：佐伯綜合建設株式会社、学校法人名古屋電気学園愛知工業大学） 

アラミド繊維の特徴である“非電導性”“防錆性”を活かし、他分野での商品化（吊橋メッセンジャーワイヤー、土留め壁アー

スアンカー等）を実現するために繊維材を使用した締結端子の開発が必要となる。 

（Ｈ26 年度実績） 

専門家（岐阜大学教授）との情報交換、情報収集→佐伯綜合建設が要求する繊維材による締結端子の開発の可能性に

ついては、可能であるとの判断をして頂いた。） 

（Ｈ27 年度実績） 

専門メーカー（経済産業省主催で発行されている“炭素繊維技術シーズ集”より）との情報交換、情報収集→繊維メーカー

においても、繊維材の特徴を最大限に発揮すべく他分野にも進出、商品化を目指しており、双方のニーズが一致した。 

（Ｈ28 年度実績） 

専門メーカー（タツミ化成㈱）との情報交換・ヒアリングを実施した。 

 

⑥プロジェクトの管理・運営 

（実施者：公益財団法人岐阜県産業経済振興センター） 

プロジェクトに係る研究開発の進捗管理及び経理処理等を行い、研究開発委員会の運営、事業報告書の作成等の

研究開発の全体管理・運営を行うとともに、研究実施企業に対して川下企業ニーズと提供する等事業化を支援し

た。 
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2）管理体制 

 ①事業管理機関 

   公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

 

②（研究実施者） 

 佐伯綜合建設株式会社 

 

 

   学校法人 名古屋電気学園 愛知工業大学 

 

 

 

 

 

 

 

産業振興部長
次長

総合相談課長
振興課

佐伯綜合建設㈱

愛知工業大学

理事長
事務局長
総務部長

総務課

理事兼

専務理事

工務部

積算部

第二営業部

美濃加茂営業所

経営企画室
尾張支店

総務・経理部

可児支店 第一営業部

工務部

開発技術部

佐伯建築設計事務所
執行役員常務
(兼)営業本部長

取締役会

代表取締役

本社総務・経理

総合技術研究所

付属研究施設 耐震実験センター学長
耐震実験
センター長
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（２）管理員及び研究員 

  【事業管理機関】 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

管理員  

氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 

柴田 英明 

山田 博義 

野口 昌良 

小川 誠 

戸松 薫 

北島 正幸 

戸崎 康成 

芳岡 康郎 

國枝 信男 

理事兼産業振興部長 

産業振興部次長兼総合相談課長 

産業振興部振興課長 

産業振興部振興課統括主査 

産業振興部振興課主事 

産業振興部振興課管理員 

産業振興部振興課管理員 

産業振興部振興課管理員 

産業振興部振興課管理員 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

 

【研究実施者】 

        研究員 

     佐伯綜合建設株式会社 

氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 

辻 博久 

伊藤 次郎 

大島 哲弘 

後藤 賢二 

三輪 圭太 

開発技術部長、可児支店 執行役員支店長 

開発技術部 担当 

工務部 課長 

工務部 係長 

佐伯建築設計事務所 担当 

①②③④⑤ 

①②③④⑤ 

①②③④⑤ 

①②③④⑤ 

① ②③④⑤ 

 

学校法人名古屋電気学園愛知工業大学 

氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 

山田 和夫 工学部建築学科教授、耐震実験センター長 ① ②③④⑤ 
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（3）経理担当者及び業務管理者の所属、氏名 

事業管理者：公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 

（経理担当者）総務部総務課  足立 良介 

（業務担当者）産業振興部   山田 博義  

 

研究実施者 

佐伯綜合建設株式会社 

（経理担当者）白岩  

（業務管理者）開発技術部長 辻 博久 

 

学校法人名古屋電気学園 愛知工業大学 

（経理担当者）足立 由美子 

（業務管理者）耐震実験センター長 山田 和夫 

 

（４）その他 

なし 
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（3）研究成果 

 以上の結果により、本研究開発の課題の目標値のひとつである 

《金属締結端子内すべり量≦5.0 ㎜》を達成した。 

 

１．プレテンションの導入 

 金属締結端子の外観形状をボルト式とすることで、取付時、5ＫＮのプレテンションを付加

させることが可能になった。また、経年によるリラクリゼーションに対し、定期的にトルク

を管理することで、長期間性能を保持することが可能となった。 

 

２.金属締結端子内の形状 

 金属締結端子内部形状をパターン毎に分類しデータ分析したことで、穿孔径と端子長の関係

が解明し、アラミド繊維径による最適金属締結端子形状が、決定出来るようになった。  

 

2-2：サブテーマ２（圧縮力の逃し方の技術の開発） 

（実施者：佐伯綜合建設株式会社、学校法人名古屋電気学園 愛知工業大学） 

 

（１）研究目的 

高強度繊維材は、引張力には高性能を示すが、圧縮力に対しては耐力を期待出来ず座屈する。 

そのため耐震補強部材に圧縮力が作用した場合、そのテンションを逃がす必要がある。樹脂の 

一部に未含浸部分を有するロッドはその部位にて引張り耐力が低下するため、ロッド全体に柔軟

性を有する樹脂を含浸させたロッドを用いることで圧縮力を 100％逃しながら本来アラミド繊維

が有する引張強度を最大限に発揮することを目的とする。 

 

（２）研究内容 

1.圧縮力負担ゼロ 

新規開発した 2 液性エポキシ樹脂により含浸した 

アラミド繊維ロッドと、メーカー規格品である 

フレキシブルタイプの圧縮試験を実施し分析する 

ことで、圧縮力負担のゼロを確認した。（下表） 

2. 20 サイクル正負繰返試験後の 20 引張保証耐 

力減 0% 

 20 サイクル正負繰返試験を実施し、最後に母材 

が破断するまで引張る試験を実施することで 20 

サイクル正負繰返試験後の 20 引張保証耐力減 0% 

を確認した。（下表） 

3.可能な曲げ半径の確認                                     

 圧縮試験において測定した たわみ量から、計算に 

より母材の性能に影響を与えない曲げ半径を算出した。（最大曲げ半径：1ｍ25ｃｍ、上写真） 

 

 

 

 

 

20 ｻｲｸﾙ正負繰返試験 試験実施状況 
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（２）研究内容 

市販のハイテンションボルトによる既存鉄骨フレームへの無溶接接合方法の施工は、検証出来てい

る。（下図１）しかし、ハイテンションボルトを緊結するためのスペースが必要となり、下図２のよ

うな場合は施工不可となり、耐震補強部位が制限され、施工条件が拘束される。よって片側のみの

施工に対応出来る接合方法を検証すること必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市場調査の結果、片側施工高力ボルト(NETIS 認定品)の存在が分かった。ただし、この片側施工高力

ボルトは、せん断力に対する規格品であるため、本研究開発の耐震補強工法で使用する垂直引張力、

偏角引張力に対する検証が必要となり、3 種類の性能確認試験(滑り耐力確認試験、離間荷重確認試験、

偏角許容耐力確認試験)を行った。さらに、片側施工高力ボルトを用いた使用した耐震補強部材のフレ

ーム装置実験（ピン接合）を実施した。（3 種類の性能確認試験全ての結果が耐震補強部材の耐力を上

回る場合のみ必要保有耐力を有すると判断できる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下図１：ハイテンションボルトによる耐震補強部材の無溶 下図２：コーナー部への無溶接接合（施工不可） 

滑り耐力確認試験/データ 
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（３）研究成果 

以上の結果により、本研究開発の課題の目標値のひとつである 

《既存鉄骨と金属締結端子の無溶接接合》を達成した。 

 

既存鉄骨と金属締結端子を“溶接”により接合しても耐震補強工法としては、成立するが、 

“商品化”として捉えた場合、在来耐震補強工法との差別化を図る必要があった。また、補強

部材本体のみでコスト算定すると、本研究開発耐震工法は約 3 倍となり、トータルコスト（既

存鉄骨への取付費、仮設養生費、施工期間）削減するためにも、クリアすべき課題であった。 

市販の特殊ボルト（片側施工高力ボルト）の採用、検証により、この課題を解決することが可

能となった。 

 

 

2-４：サブテーマ 4（3点接合端子の開発） 

（実施者：佐伯綜合建設株式会社、学校法人名古屋電気学園 愛知工業大学） 

        （オブザーバー：三恵工業株式会社）     

（１）研究目的 

多様なブレースバリエーション（窓、出入口開口、機械設備等の必要スペース確保）に対応するため、多

点接合端子の開発が必須だが、引張力が加わった際に、金属端子に垂直に応力が伝達できないとモーメ

ント力が生じ、端子の形状変形原因となる（締結力が発揮できない）。そこで、多点接合端子を可動式と

偏角許容耐力確認試験 

離間荷重確認試験/データ 
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（３）研究成果 

以上の結果により、本研究開発の課題の目標値のひとつである 

《多点接合金属締結端子の開発》を達成した。 

多様なブレースバリエーションに対応するため、多点接合金属端子を開発することが、必須で

あったが、ボールジョイントメーカー（三恵工業株式会社（オブザーバー））の専門技術を導

入することで、耐震補強部材（アラミド繊維）の破断強度を上回るボールジョイントを新たに

開発し、応力の面内伝達をすることに成功した。また、1 号機の課題として重量が大きい

（11.9ｋｇ）事があったが、2016 年度の改良版では 8.2ｋｇまで軽量化する事が出来た。これ

により、施工性ＵＰ、コスト削減を向上させることが出来た。 

 

 

2-5 高耐食性を有する接合端子の開発（サブテーマ 5） 

 

研究開発の取り組みの評価に記載したように、サブテーマ５にあたる高耐食性を有する接合端子の開

発は、本研究の改良型であり、アラミド繊維が持つ特徴をさらに活用して他分野（“吊橋のメインワイヤ

ー”、“土留め壁のアースアンカー”及び“リニアモーターカーの線路構造部材”）の発展にも貢献するた

めの課題であり、今年度も情報収集のみに留まった。具体的には“メッセナゴヤ 2016”により接点を持

つことが出来た炭素繊維メーカー（タツミ化成㈱）と繊維材による耐震補強工法の可能性を、接合端子加

工の実現性について協議、ヒアリングを実施した。 
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2-6 事業化への取り組み 

（実施者：佐伯綜合建設株式会社） 

（１）想定する市場（現在、今後の動向） 

民間製造業を営む中小企業の耐震化率の現状は、全国平均 61.0%で決して高い数値ではない。今後は”

人命安全確保“と”2次災害防止“に加え、BCP の観点からも需要増が見込まれ、展開可能性のある民間

住居系建物（木造、RC 造）においても、南海トラフ巨大地震、首都直下型地震に備え、需要増が想定さ

れる。 

 

【販売促進戦略】 

佐伯綜合建設のグループ企業である佐伯鐵巧第 2 工場にてサンプル施工を実施し、既存顧客兼、顧客

アドバイザーである KYB 株式会社にて低価格で施工し実績を作る。その実績を基に、工法協会を設立し

全国展開を図る。 

 

【事業化による経済効果】 

国交省の実施したアンケート調査によると、”耐震化の必要性を感じながら実施しない“理由の 75％は

建物耐震化に要するコスト負担であり、トータルコスト削減になる本研究開発が事業化すれば、民間建

物（工場、倉庫）の耐震化は加速度的に進行すると思われる。内閣府の公表によると、”南海トラフ大地

震“による経済損失は 220 兆円であり、さらにインフラ損壊は 169 兆円と想定されており、これは東日

本大震災の 10倍の損失となる。民間建物の耐震化率が上昇することにより、近い将来に発生すると言わ

れる”大震災“による建物損壊、工場、倉庫閉鎖等による経済損失を大幅に抑止できると考えられる。 
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第 3章 全体総括 

（1）研究開発総括 

  ものづくり補助事業から始まった本研究開発は 4年間（ものづくり 1年、サポイン 3年）の 

長期に及んだ。研究開発当初は、耐震補強（工事、施工）に関しては、佐伯綜合建設株式会社は本業で

あるため、施工期間の短縮、コスト低減（在来工法比）の工法を容易に検証することが出来た。しかし、

その工法成立（実証）の過程に於いて、机上理論では、化学繊維（アラミド繊維）の耐震補強部材、ボ

ールジョイント技術、金属加工等、異業種の最新技術が確保出来ることが前提にあった。今回のサポイ

ン事業では、販促目的の一貫でメッセナゴヤに 3 年間連続出展したことが大きな成果となった。化学

繊維分野（アラミド繊維）では、ファイベックス様、エポキシ樹脂分野では、アルテコ様、北村化学様、

ボールジョイント技術では三恵工業様、金属加工では、大津鉄工様と言った、専門メーカー、業種と交

流が出来、オブザーバーとして携わって頂くことになった。 

 この交流、技術協力により、各サブテーマが、順次解決することが可能となった。2016 年度実施し

た、各サブテーマの課題を解決した商品（成果物）を組み合わせて行った 1/5 スケールフレーム実験に

於いては、計画通リ 70ｋＮの水平荷重を加力した状態で耐震補強部材であるアラミド繊維母材を破断

させることが出来た。この実験で得たデータを元に、仮想建物（鉄骨造平屋建）の耐震構造計算をする

と、構造耐震指標 Ｉｓ値が 0.33から、0.68 まで向上させることが出来た。 

（Ｉｓ値＜0.6：倒壊の危険あり） 

本研究開発では、既存建物に設置（実施工）することは出来なかったが、多くの実験データ、検証結果

から、当初研究開発目標の“高性能無溶接耐震補強工法”を開発することが完成したと確信する。 

 

（2）今後の展開と事業化 

  5 年前の東北大震災に続き、昨年は熊本で大地震が発生し、多くの人命を失った。地震大国日本には、

まだまだ旧耐震基準で建造された建物は、現在でも全国に多数存在している。（鉄骨造建物：85,000 棟）    

公共建築物については、補助金制度の充実により、建物耐震化は着実に進んでいる。一方民間鉄骨造建

築物においては、コスト面で耐震化に踏み出せないオーナーが多く存在しているのも事実である。 

  本研究開発で完成した、“高性能無溶接耐震補強工法”は、コスト面で在来工法に比べ大きなメリッ

トがある。今後は、自社（佐伯綜合建設）が保有する既存工場内で試験施工を実施し、検証の後、今回

サポイン事業で顧客アドバイザーを担当して頂いた、ＫＹＢ株式会社様保有の工場で施工を実施した

後、佐伯綜合建設の既存顧客保有建物で実績を増やしていく。既存顧客保有建物の耐震化実績が 50件

程度になった時点で、全国展開に向けた販促活動に移行し、耐震補強メーカーとして、全国の民間鉄骨

造建物の耐震補強を行い、地域社会に貢献できる事業とする。 

 

 

 

 

終わり 


